
財務諸表に対する注記

1.継続事業の前提に関する注記

継続事業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況はない。

2.重要な会計方針

「公益法人会計基準」を適用している

（１）固定資産の減価償却方法

①建物,建物付属設備,構築物,工具器具備品,ソフトウェア・・・定額法によっている。

（2）固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当年度末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当年度末残高は、次のとおりである

科目 取得価額 減価償却累計額 当年度末残高

建物 43,322,052 5,172,157 38,149,895

付属設備 10,523,989 1,506,225 9,017,764

構築物 3,751,328 901,800 2,849,528

工具器具備品 1,114,948 423,138 691,810

ソフトウェア 3,788,972 769,210 3,019,762

合計 62,501,289 8,772,530 50,708,997

3.指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

金額

0

　　指定正味財産の減価償却によるもの 3,562,585

3,562,585

4.重要な後発事象

該当事項はない。

内容

経常収益への振替額

　　事業費計上による振替額

合　　　　　　計


